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本稿の課題は，合衆国における労働力統計と不完全就業の基本的概念と方法，

その統計指標をめぐる主要な諸論点を史的資料にもとづいて，サーベイするこ

とにある。主な論点は， (1)労働力と不完全就業， (2)半就業論と半就業指数， (3)

労働市場論と半就業論， (4)失業と経済的貧困の測定をめぐるレヴィタン委員会

における論議である。

本稿では前2項目のテーマをとりあげる。 1930年代の大恐慌と「ニューディ

ール」政策との関係で形成された労働力統計（労働力方式）は，大戦後「完全

雇用」政策の手段として位置づけられ，労働市場の主要な経済指標として利用

された。しかし拙著（〔135〕）で検討をくわえたように，労働力統計は歴史的，

理論的に一定の意義と限界をもっている。労働力統計の枠組み，概念と方法を

補完するものとして，不完全就業 (underemployment)の概念，方法が，その

成立当初から問題とされていた。本稿では，第一に，労働力統計の形成，完全
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雇用政策の手段としての労働力統計の展開において，労働力批判と不完全就業

概念と指標について論議された諸論点に言及する。国際的には，労働力統計は，

戦後のILO第6回，第8回の国際労働統計家会議(ICLS,1947; 1954年）を経

て雇用・失業統計の国際基準として採択された。先進国の労働市場をモデルと

した労働力方式は，発展途上国の経済構造，労働市場には適合せず，労働力統

計を補完する方式として不完全就業概念と測定が， ILO第9回，第11回ICLS

(1957, 1966年）で定式化された。

第二に，不完全就業の新概念である半就業概念と指標の形成について考察す

る。不完全就業論は，当初は発展途上国の特殊な労働市場をモデルとしていた

が， 1960年代の高度成長期に，合衆国にみられるように，「豊富な中の貧困」の

問題すなわち都市ゲットー等の特定地域，特定階層の失業と貧困の問題の社会

問題化を契機として，新しぃ不完全就業すなわち失業と経済的困窮(economic

hardship)の関係概念とその測定指標として，半就業 (subemployment)概念

と指標が論議の対象となった。その基礎には，伝統的労働市場論（新古典派理

論）に挑戦するセグメント労働市場論（二重労働市場論，ラディカル労働市場

論）の展開があった。不完全就業，半就業の問題は，現代では，先進資本主義

諸国の主要な労働市場問題となっている。合衆国では，現代の不安定就業の主

要な形態として Contingentworker (随時労働者）が論議の対象とされている。

それは，セグメント労働市場（第一•第二労働市場，中核・周辺労働市場）に

おける「中核」の外側にある「周辺」 (periphery)部分の構成要素をなすパート

タイム労働者，派遣労働者，失業者，自営業者・家族従業者（一部）からなっ

ている。また最近では労働法で保護された正規雇用（労働基準法で規制された

正規のフルタイム就業者）から背理した「非正規雇用」 (Atypical・employment)

の諸形態が論議されている。（〔271〕〔166〕，参照）

合衆国では，労働市場論と半就業，労働市場における失業と経済的困窮の関

係指標（その一つが包括的半就業指数）についての調査研究をめぐる論議が積

み重ねられた。続稿では，労働市場論と半就業，失業と貧困に関連する労働市
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場の諸論点をめぐるレヴィタン委員会（雇用・失業統計の国家検討委員会）の

報告と論議（〔205〕～〔⑳8〕,1979年）を紹介，考察する。

現代資本主義における相対的過剰人口の現代的発現形態である不安定就業論

と関連しながら，合衆国における労働力統計と不完全就業，半就業の概念，指

標にかんする諸論点に一定の評価を与える。

1 労働力統計と不完全就業

(1) 労働力統計の基本的概念と方法の形成

労働力統計の基本的形態は， 1930年代の大恐慌と「ニューディール」の失業

救済政策の遂行の過程で形成され，1940年の合衆国人ロセンサスで確立をみた。

労働力統計は，その後「完全雇用」政策への転換過程で再編成されていくが，

その基本的枠組みは変更されず，現在まで継続されている。労働力統計は，今

日まで「ニューディール」の雇用政策，失業救済政策の母班を残存させている。

（以下の概要の詳細は，岩井〔135〕● I部の諸章，参照）

FERA (連邦緊急救済局）と WPA(雇用促進局， 1935年以降）は，各州・

市，各地域の失業救済機関の協力により， 1933年から1935年にかけて，失業救

済調査と救済家族の諸形態の研究を進めるとともに，その救済基金を基礎に，

各「州緊急救済局」 (SERA)や市救済局を通じて，各州，各市の統計機関と協

力して，個人を対象とした州・市レベルの失業調査，失業センサスを数多く実

施させた。これらの失業調査において，一定年齢以上の人口の雇用状態を調査

時点（短期の調査期間）で把握することを目的に，労働力方式の基礎的な形態

の契機となった「失業調査票」が設計され，その運用が試みられた。連邦・地

方救済機関にとって，失業調査資料は，失業者の規模と構成，失業救済受給者

の諸特性との解明に必要な基本的な行政資料であった。

1935年4月の「緊急救済支出法」による WPAの創設と救済政策の転換は，

「雇用保障」を連邦政府の「国家的資務」とさせ，公的な雇用保障を拡大させ

た。後期「ニューディール」政策の基軸となった WPAは，連邦政府による公
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的麗用創出機関として， WPA自体を事業主体とする多数の労働集約的な小規

模事業計画を実施し，公的雇用を創出した。 WPAは，救済対象を「雇用可能者」

と「雇用不能者」に分類し，失業救済の対象を前者に限定し，「雇用不能者」の

救済は「社会保障法」 (1935年成立）の対象とした。救済対象を雇用可能者へに

限定したことは，失業救済の適用対象をいかなる者にするかという救済基準の

適性（扉用可能性）の吟味を必要とした。それは救済志願者へのWPA雇用の

適用の資格証明の問題であった。

労働力調査，労働力統計上の失業規定，すなわち仕事がなく，積極的に求職

したおり，かつ就業可能である（働く能力，働く意志があり，かつまた仕事が

あればすぐに就業できる）という失業条件を規定する基本的な諸概念は，「ニュ

ーディール」の雇用政策における WPAの雇用可能者の規定， WPAの雇用適用

条件の検討の過程で，論議され，形成された。

各州，市の失業センサスは，連邦，州の救済機関の協力につて実施された。

その失業調査としての課題は，一定年齢以上人口の雇用状態（雇用可能性）の

規定であった。各調査では，調査期間は， 1週間， 1ヶ月間，等の差異あった

が，いずれも調査時点の短期間の「現在の活動状態」によって雇用状態が規定

された。これらの雇用状態の規定は，失業救済行政の雇用可能性（雇用可能人

口，雇用可能者等）の諸規定を基礎にして具体化され，労働力調査方式として

形成，確立していった。

「ニューディール」の雇用創出政策，特に WPAの失業救済政策を基礎にし

て形成された労働力調査方式は，失業救済事業を推進するに「適応」した失業

者数，言いかえると WPAの雇用を創出し，提供するのに必要な対象者（失業

救済者）の確定のために設計された調査方式であった。労働力統計は，「ニュー

ディール」の雇用創出政策，失業救済政策の歴史的社会的規定において生成し

た。労働力統計の歴史的規定性については，既にいくつかの評価がなされてい

る。

1)バンクロフト (Bancroft)は，「ニューディール」政策の手段として形成
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された労働力統計について，次のような評価をしている。ニューディール期の

「国家，地方の政策は，必要とする仕事の最小の数に等しい失業の尺度を求め

ていた」。労働供給の総量は測定の対象とされず，「重要なことは，活動的な，

現在の『合法的』な求職者（失業救済の雇用条件をみたす者一引用者）と異な

った状況では求職者になっていたか求職者であったかもしれない他の者とを区

別することであった」。…「労働力概念は直ぐに利用できる労働供給の最小の個

人数の測定をあたえる」ものであり，それは「その起源（必要な仕事の数の測

定）と一致する」と規定している（〔祁〕 p .186"-'188)。失業救済政策との関連

で形成された労働力方式は，雇用状態の規定，失業条件としての積極的求職の

要件にみられるように，雇用可能者を一定の範囲に限定するものであった。バ

ンクロフトのいう「必要な仕事の最小値に等しい失業の測定」とは，ことを意

味している。

2)また半就業 (subemployment)の概念と測定の立場から労働力統計を批

判しているモーセス (Moses)は，労働力統計の形成過程を検討し，次のような

評価をくだしている。 WPAの関心は「失業者に対する仕事の創出」にあった。

政府当局の直面した問題は「どれほどの仕事が創出に必要であるかを決定する

ことであった」。当時の経済状況では，政府の救済機関が失業者に十分な仕事を

与えることはできないであろうとみなされていた。したがって，十分な数の仕

事が創出されえないので，多数の失業者を示すだあろう労働供給概念にはほと

んど関心がなかった。WPAが失業者により多くの仕事を生みだしたとしても，

失業者数が増大したという現実の過程によって，この不安はさらに増加した」

(〔16釘 p.32)。

労働力統計の就業規定（いかなる条件でもなんらかの収入ある仕事に従事し

ていると就業者とみなされる），失業規定（非自発的理由によって仕事がなく，

積極的に求職し，かつ就業可能である＜働く意志，働く能力があり，かつすぐ

に就業できる＞）は， WPAの失業救済の適用条件をみたす規定である。労働力

調査で把握された失業者数は，労働市場で失業状態にあったすべての者の数を
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ではなく，失業救済政策の制度的，財政的制約に規定された失業者数であった。

「ニューディール」の失業救済政策の手段とした形成された労働力統計の失業

概念とその調査方法は，完全雇用政策への転換とその政策手段として組織化さ

れる過程で一般化・体系化されていった。しかし労働力統計の内実には歴史的

特殊的規定性が強く残存している。

労働力月例報告は，「ニューディール」政策の終焉とともに，その調査主体（調

査担当機関）をWPAからセンサス局に移転し， 1947年には，その呼称を現行

の「現在人口調査」 (CurrentPopulation Survey, 略称CPS)に変更された。

労働力統計は，「完全雇用」政策の手段として再編成されていった。

(2) 不完全就業の概念と指標

1)第二次大戦後の1946年，合衆国の「雇用法」 (EmploymentAct of 1946) 

が成立し，「完全雇用政策」が国家の経済政策，公共政策の柱となった。完全雇

用政策の目標は，失業のない経済状態の維持にあるが，積極的には労働者数と

求職者数に同等かそれ以上の数の生産的な，かつ十分な収入のある仕事を提供

することにあるとされた。連邦政府は，「雇用法」において「自営業者も含めて，

働く能力があり，働く意志があり，かつ求職している者について有用な雇用機

会が与えられる諸条件」を創り出し，維持する政策的責務を宣言した。すなわ

ち政府は失業者への雇用保障を宣言した (Ducco廿〔59〕p.36)。1940年センサ

スで採用され，さらに検討が加えられ，展開されていた労働力統計は，「完全雇

用の理念に内在する基準をみたさない失業者と就業者の諸グループの異なる区

分を検証する徴候的機能として役立つ」ことが課題とされた（同上， p.37)。（完

全雇用政策と労働力統計については， Jaffe& Stewart (140〕，参照）

2) 1947年に労働力統計の総括的研究をおこなったデュコフ＝ハグード

(Ducoff & Hagood⑮9〕）は，労働力（就業者と失業者）の規定の問題とと

もに，労働力統計の背後に潜在化されている「不十分な就業」（不完全就業）の

問題をとりあげている。完全雇用政策の目的の遂行において，労働力の相対的
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な完全雇用の達成の程度が問題となる。完全雇用政策では，いわゆる摩擦的失

業を除いて，働く意志があり，働く能力があり，かつ求職している総ての者に

十分な仕事を与えることが課題とされた。

デュコフ達は労働力統計を補完する不完全就業の問題を次のように規定して

いる。調査週になんらかの収入のある仕事に従事すると，それがいかに不規則，

不十分な量の労働であっても，また標準以下の賃金であっても就業者とみなさ

れる。したがって「不十分な（不完全な）就業者」の区分とその諸形態，諸指

標の研究が重要である。労働力統計の方式では，完全な失業者の規定とともに，

失業の偽装された形態（隠された失業）に関連する問題が存在する。不完全就

業者の区分には，「報告（調査）期間に何らかの仕事をしたが，その仕事が労働

量で不十分であるか，労働時間当たり賃金（収入）が標準以下であるために，

一般に受け入れられる標準に見合うことができななかった者が含まれている」。

このグループの副区分の指標（分類標識）は，①不十分な仕事の量，②標準以

下の収入である。

不完全就業者は，調査週において，一定の労働時間数よりも少ない時間しか

就業していない者である。その指標は，①標準週労働時間数よりも少ない時間

の就業者，②追加就業が可能である者，③追加就業を希望してる者と規定され

る。

また不完全就業者には，その労働生産性の低さから標準以下の収入しかえら

れなかった者も含まれる。この区分には，自営業者と無給家族従業者の多くが

含まれる。ここでは既に顕在的不完全就業（短時間就業と転職・追加就業希望）

と潜在的不完全就業（低生産性，低所得）の端緒的規定がなされている（同上，

p. 39----40)。

3)合衆国の不完全就業論は， 1960年の合衆国議会の失業問題についての特

別委員会に提出された報告書『失業の文選(Readings)』（（〔204〕），特に同前第

1部4節「失業と不完全就業の測定」に代表的な不完全就業にかんする諸論文

が収録されている）が参考となる。デュコフ達は論文「部分的，偽装的失業の
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意味と測定」（〔6〇〕 1957, 上記の議会報告書〔204〕にも収録）において，不完

全就業，部分的失業，偽装失業は「不十分な雇用機会または実際的，潜在的人

的資源の不完全利用の幾つかの表現」であると述べている。国連， ILO等の不

完全就業の国際的論議(ILOの顕在的，偽装的不完全就業と潜在的不完全就業）

を紹介しつつ（〔6〇〕 p .156~ 157), 合衆国の不完全就業論に言及している。

不完全就業の理論的規定（特に合衆国の南部農業における不完全就業）は，

ビショップ(Bishop)によると，「労働の経済的不完全就業は，資源利用の特定

分野で労働利用にたいして所有者が受け取る実質収入が，他の使用での比較的

資源サービスについて得られる実質収入によも低い時に存在する」（同上，

p.157, Bishop 〔仕〕，上記の議会報告書〔204〕に収録）。不完全就業は， 1) 

雇用機会に関する不完全な知識， 2)労働移動の障害，から派生する。不完全

就業は， ILOの規定のように，主に発展途上国で大きな問題となっているが，

先進国でも「完全雇用の目標と高い生産性と生活水準の向上での強調点は，総

失業者よりも，雇用が量において不十分であるか，生産性と収入，その双方に

おいて標準以下であるために雇用が不十分である者のグループを識別する」必

要性を増大させているという（〔204〕● p.157)。

合衆国における不完全就業は，戦後の合衆国の経済が相対的に高成長，低水

準の失業率を推移してきたので，問題となっているのは，部分的就業，言い換

えると部分的失業の明確化と測定である。部分的就業には次の二つの区分が含

まれる。 1)調査週に経済的理由でパートタイムで働いている者（平常はフル

タイム）， 2)フルタイムを希望しているが，平常はパートタイムで働いている

者。非農業労働者については，労働力調査での調査週の労働時間と賃金のデー

タ収集があるので，労働時間基準によって区別される不完全就業の規定と測定

が可能であるが，自営業者ではこの分類基準による不完全就業の識別は難しい

とされ。しかし合衆国の不完全就業の多数の形態は，低生産性と低所得による

農業部門の就業にあるとされる。

4) 1962年，ケネディ大統領の諮問による「雇用・失業統計評価のための大
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統領諮問委員会」（ゴードン委員会）の報告書『雇用・失業の測定』（〔202〕）が

公表された。委員会は，労働力調査の基本的枠組み，その分類基準の客観性を

検討し，労働力（就業者と失業者），非労働力の分類基準と諸区分とその調査方

法を再検討した。労働市場の新しい変化ーパートタイム就業者，二次的労働者

(secondary workers), 臨時労働者 (causalworkers)などの増大に対して，

労働力統計の基本的分類基準と各区分の境界が曖昧となっていた。委員会は，

「客観的分類基準」を吟味し，労働力の枠組みと調査方法の一定の改定を勧告

した。

不完全就業指標に関連して，労働力の分類基準（就業者，失業者，非労働力）

を曖昧にさせている諸区分と諸指標が検討されている。①パートタイム就業に

ついては，その理由別区分（経済的理由＝フルタイム求職とそれ以外の理由）

を調査し，それを別掲すること，② 「二次的労働者」には，ィ）世帯の第一稼

得者でない者と口）労働力との臨時的，断続的，パートタイム的接触者の二重

の意味が含まれているが，今後さらに調査研究が必要とされる（特に既婚女性

と10代の若者）。③求職意欲喪失者は，非求職の理由の確定に問題があり，その

分類を失業者から非労働力へと変更することを勧告している。これら区分につ

いて，特に非労働力の諸区分について追加，継続調査が必要とされている。

委員会は，不完全就業について積極的な検討と勧告を行っていないが，「不完

全就業」という表題の中で，次の規定をおこなっている。「国家の人的資源の一

部は，通常の意味での失業のによるだけでなく，経済学者が不完全就業と呼ぶ

ところの不完全利用の状態にある。不完全就業は，現在の最高の技術水準以下

にふさわしい仕事での従事者の雇用（また完全に利用されるならば，その技術

が彼らに標準的に認定するもの以下の賃金での従事者の雇用）と定義されう

る」。しかし現在の労働力統計は「不完全就業の直接的な測定尺度を提供してい

ない」。不完全就業の二つのカテゴリーの検証が必要であり，①循環的不完全就

業，②長期の不完全就業が問題とされる。委員会は，不完全就業の測定は困難

な作業であるが，部分的にでも尺度の開発の可能性を検討する必要があるとし，
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①世帯調査の回答に現在の職業だけでなく，平常の職業も調査の対象にするこ

と，②世帯所得の年調査の項目を挿入することを勧告している（〔202〕

p.58~59) 。

(2) 労働力統計「批判」と不完全就業・半就業

完全雇用政策の手段として位置づけられ，雇用政策の主要な統計指標として

の役割を与えられた労働力統計も，その基本的枠組み，その主要な概念と方法

について，当初から「内在的批判」がくわえられ，労働力統計の雇用・失業規

定を補足するものとして，不完全就業の概念と指標の必要性が問題とされた。

1)労働力統計が成立して間もない1942年に，ロング (C.D. Long)は労働

力方式，労働力統計の概念と方法について基本的な批判をおこなっている。

ロングによると， WPAの失業救済政策との関係で形成された労働力方式，労

働力概念は，被調査者（回答者）の求職基準（求職テスト）を前提とした統計

的測定方法にすぎない。それは，経済学，社会学の分野で規定されている労働

ヵ，失業概念のなかの一つの特殊な規定，測定方法である。労働力調査におい

て，被調査者の回答による「雇用可能性」（働く意志，働く能力，かつ求職活動）

そのものが，被調査者をとりまく「経済諸条件」によって左右されることが無

視されている。労働力概念（就業，失業概念）とその時々の経済諸条件，労働

市場の状況には相互に深い関係がある。労働力統計では，被調査者個人の雇用

状態（特に求職・非求職の活動，意志の有無）についての意識が，経済状況に

よって左右され，変化することを考慮していないと批判している（〔156〕）。

ロングは，失業の単一の定義と単一の統計的尺度は，失業のある特殊な測定

方法にすぎないとみなす。失業の概念的規定と測定の問題は論争的領域に属す

るものであるとされる。したがって彼によると，個人の求職基準による単一の

失業指標（失業率）だけでなく，「抑圧された失業」すなわち「限界雇用可能性」

である隠された失業，パートタイム失業，縁辺労働力（労働力と非労働力の限

界部分，潜在的失業）の測定が重要な課題とされる（〔156〕）。
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歴史的には，有業者方式の失業調査でも，失業者の規定とともにフルタイム・

パートタイム就業者が問題とされている（たとえば1915年のニューヨーク市失

業調査（岩井〔13釘p.90〕また有業者方式の失業調査の典型とされたコロンバ

ス市失業調査(1921,..,_,1925年）でも二つの区分が設問されていた（同上， p.92)。

また1930年合衆国失業センサスをめぐる論議において，パートタイム失業が問

題とされている（ただし，フルタイムを希望していないパートタイム就業者は

失業の対象から除くという意見をめぐってである。同上， p.108)。労働力調査

方式の形成過程において，たとえばマサチューセッツ州失業調査 (1934年）で

求職基準の「完全な失業者」とともにパートタイム就業者を「不完全就業者」

として問題にしている（同上， p.174,..,_,175)。求職基準による失業者（完全な失

業者）の規定とともに，労働力調査方式の限界として，就業者であるがパート

タイム，その他の不規則な就業者が，潜在失業，不完全就業の規定と関連して，

明確でないが意識されていた。ロングは不完全就業の指標として「三つのパー

トタイム失業」を問題にしている。①賃金労働者のパートタイム失業。 1940年

センサスでは，調査週に何時間働いたかが質問したが，何時間働きたいかは質

問されていいない。今日のフルタイム希望だがパートタイム就業（非自発的パ

ートタイム就業）の問題の端緒形態を論じている。「所得可能性の観点からみる

と，パートタイム失業は，時にはフルタイム失業よりも重要である」とみなさ

れ，パートタイム失業の統計の整備が必要とされる。②非賃金労働者のパート

タイム失業。いわゆる自営業者（農民，無給家族従業者，商店，など）のパー

トタイム失業。③非生産的雇用 (unproductiveemployment)。「労働者の標準

能力以下の労働や純限界社会所得でない所得を生む労働は非生産的とみなされ

る。そのような雇用が失業とみなされるうるか否かは問題かもしれない」が，

失業の一形態として考察すべきであるとしている（〔1茄〕， p.19,..,_,20,他に〔158〕

等，参照）。このロングの労働力統計批判の所説は，その後の労働力統計の批判，

不完全就業測定の論議の基礎となった。

2)バンクロフト (Bancroft)は，労働力概念，労働力方式について，次の
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ような内在的批判を加えている（〔33〕）。労働力概念は，労働力調査では，「副

産物」的概念にすぎない。調査では，まず第一に就業者（従業者，休業者）が

確定され，第二に，失業者（求職者）が算定され，その総和として，労働力概

念が副次的に規定されるにすぎない。労働力概念は「曖昧な概念」であり，「仕

事を求めて労働市場で圧力となる者の総数」にすぎない。ほかの仕事に圧力に

ならなければ，仕事せずに支払いを受けていない者でも就業者とみなされるし，

他の仕事を求職しようとする者のみが失業者に分類されると批判している。い

かなる不規則・不安定な就業であろうとも収入のある仕事に従事すると総ては

就業者とみなされ，労働市場で積極的に求職している者のみが失業者とみなさ

れる。そこでは，就業の諸形態，就業理由，就業希望などは労働力の対象外に

おかれる。

バンクロフトは，後に不完全就業測定の先駆的研究と評価されている論文「労

働不十分の若干の選択的尺度」（〔茄〕， 1957)を発表し，センサスデータに基づ

く可能な選択的尺度として，総失業での変動と労働不十分の選択的尺度での変

動の比較のために，総失業への追加指標として，①一時的レイオフ，②新規の

仕事の待機者，③部分的雇用すなわち a)現在パートタイム労働をしているが

定期的にはフルタイム労働者（経済的理由＜不景気な労働，材料不足，転職，

等＞によって35時間以下の就業）， b)フルタイムの仕事を希望し，やむなく働

いている定期的なパートタイム労働者，を算定している。そして失業と部分的

雇用による時間的損失を試算している（同上p.84~93)失業・不完全就業の指

標と時間的損失の指標は，後の半就業 (subemployment)の指標の先駆的研究

をなした評価されている。

3)労働力統計の批判は， 1960年代に入ると，失業と経済的困窮 (economic

hardship)の関係概念と測定指標を問題とする半就業論の立場から展開された。

i)レヴィタン＝タガート (Levitan& Taggart)は，著書『雇用・所得の不

十分性」（〔1邸〕 1974)で，労働力統計の問題点を検討している。

第一には，労働力調査は，世帯の回答によって直接に失業を測定する。現在
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の短期の雇用状態を対象に，就業者，失業者の測定とその総和としての労働力

を算出している。そこでは，働く意志，働く能力について世帯員の主観的判断

（確認）に依存しており，経済的諸条件と回答との相互関係が無視されている

と批判している。労働力統計では，特に『二次的稼ぎ手』 (Secondaryearners) 

の問題が十分考慮されておらず，世帯構成員（世帯主と他の世帯構成員）と失

業所得との関係の検討がさらに必要とされる。「求職意欲喪失者」と「追加労

働者」との関係，失業の意味の変化（フルタイムの求職の失業世帯主とパート

タイムしか求職しない（理由が問題であるが）妻や扶養者の問題，等がさらに

検討されるべきである。

第二には，「偽装された失業」の問題が論じられている。労働力統計では，就

業した「労働時間」だけが基準とされ，就業している「労働の類型」（就業の多

様な形態ー不規則・不完全就業な就業形態）が考慮されていない。しかも就業

に対して賃金の受け取った否かだけが問題とされ，賃金の水準（低所得，貧困

等）は問題の考慮外におかれている。フルタイムであろうとパートタイムの賃

金労働者であろうと，自営業者であろうと， 1時間以上の有給労働に従事する

と就業者とみなされる。そこでは，様々な不完全就業の諸形態の存在と測定が

考慮されていないと批判されている（同上， p.6)。

ii)モーセス(Moses)は，論文「労働供給概念概念変化の政治経済学」（〔169〕

1975)で，完全雇用政策の手段としての労働力統計は，ケインズの雇用理論を

基礎にしていたので，労働力需要の側面を重視し，労働力供給の側面を考慮し

なかった。労働力統計の最大の欠点は，「労働供給の実際の性質の尺度としての

不十分さに」にあると批判する。「労働供給と失業を過小視する役割をした労働

力尺度は，かくして完全雇用政策の成功を決定する尺度になった」と批判する

（同上， P.40)。

1976年に「機会均等・完全雇用法」 (TheEqual Opportunity and Full Employment 

Act of 1976)が成立し，完全雇用は，「働く能力があり，働く意志のあるすべて

の成人のアメリカ人とって，有用で，かつ報酬のある雇用機会がある状況であ
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る」と規定された。また働く能力があり，働く意志のあることは，「有用な社会

的生産物を生み出ところのす有給の生産的仕事を行う能力と意志を持っている

こと」であると規定されている。

かくして，この法律の精神では，完全雇用計画で考察されるべき労働供給は，

労働力概念の労働市場接触方式で測定されるものよりもいっそう大きい。社会

政策では「失業だけでなく，低賃金の仕事にも関連する貧困問題」に関心が集

められている。失業統計で表示されているよりも包括的なデータが要請されて

おり，半就業 (subemployment)の指標にみられるような「労働供給への幅広

い接近」が必要とされている（同上， p.41)。

iii)ヴィートリッツ，ミイエル，ハリソン (T.Vietrisz, R. Mier & B. 

Harrison)は，論文「生計賃金での完全雇用」（〔21釘1975)で，真の完全雇用

はすべての者が生計賃金で働く機会を保障されることであると規定する。標準

以下の仕事の提供は完全雇用政策の目標として不十分であり，真の完全雇用政

策は，三つの原則すなわち(1)すべての労働者のための有用な仕事の機会の保障，

(2)家族の生計賃金，少なくとも主要な賃金稼得者のための基準の設定， (3)マン

パウアー，生産，能力計画の包括的な枠組みの策定が必要とされる。

完全雇用政策の目標からみると，失業と労働市場の貧困，一般的には社会的

困窮との関係が問題となっている。 NationalManpower Policy Task Force 

の声明では，「失業率は，低賃金職，不安定労働，福祉のような労働市場の諸条

件の確定には有効でなくなっている」といわれている（同上， p.99)。失業と標

準以下の雇用の関係の検討が課題とされており，「失業率は氷山の一角しか把え

ていない」とみなされている。そこで半就業 (subemployment)概念が生成さ

れ，社会的経済的貧困の指数（指標）の作成と測定が研究されている。「機会均

等と完全雇用法」は，失業のみならず，半就業も除去することが目標とされて

いるとされる。

iv)サリバン (Sullivan)は，著書『限界の労働者，限界の仕事』（〔19゚〕1978) 

で，労働力方式は，失業の測定方式として合理的に設計されているが，「すべて
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の目的に適合した手段ではない」。労働力方式は，①不完全利用の一形態にしか

有効でないこと，②発展途上国へは適用性がない点を指摘している。労働力方

式で最も問題なのは就業者の規定であるとする。「最も異種な労働力概念は就業

者であり，就業(employment)の数量，性質にかかわらず，すべての就業して

いる者を含んでいる。『失業者』の概念はある意味で残差的なものであり，就業

のまったく無い者だけが失業者であるとみなされる」。したがって労働力統計で

は，「不完全就業のおおいさ」が隠ぺいされており，「就業者」概念にその論拠

があると批判される。労働力方式に基づく不完全就業（半就業）の測定はこの

欠点を改善するものであると評価している。（同上， p.30~31)

半就業指標との関係では，複数の仕事をもっている者(multiplejob holders) 

ついて，「合衆国の労働力調査は，すべての職業の労働時間を報告しているが，

所得と職業を主要な仕事に帰属させている」。したがって「仕事の数と就業者の

数との不完全な関係」が問題となる。また非労働力人口中の「求職意欲喪失者」

も半就業の構成要素であり，無給家族従業者もその構成要素になる。サリバン

は，「労働力概念は経済指標としてかなり有効であるが，社会指標としては重要

な欠点がある。何故ならそれは所得と雇用の十分性を考慮にいれていないから

である」というミラー (Miller)の所説を引用している（同上， p.31)。

(3) ILOの不完全就業論

不完全就業 (underemployment)の概念と指標は，国際的には， ILOの国際

労働統計家会議 (ICLS)を中心に策定されてきた。以下，その概要である（岩

井〔135〕第5章，参照）。 ILOにおける不完全就業論は，主に労働力統計を補

完する概念，また労働力統計と不完全就業の総合化の概念，方法の問題，すな

わち労働力関連統計のテーマとして論議されてきたが，その背後には経済学，

社会学，心理学等の社会科学の諸分野との関係における広義の不完全就業論が

ある。たとえばILOのスタンディング(Standing,G. 〔186〕），モウリィ (Mouly,

J. 〔170〕）等の調査研究があり，検討すべき課題である。

発展途上国での雇用・失業統計の主たる問題は，現行の労働力（就業・失業）
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概念の再規定なり，現実に応じた弾力的拡充では不十分であり，「人口のかなり

の部分が，厳密には就業しておらず，また全体的に失業していると規定せざる

をえない状態にあり，彼等自身しばしば低所得と低生産性の限界的活動に従事

しなければならない」ので，これらの国々では，「雇用の不十分性が失業よりも

より重要な問題である」とされている。この事実が「労働力の枠組みの補充の

ために不完全就業概念と方法」を必要とさせた (ILO〔印4〕p.34)。

不完全就業の問題は，今日では発展途上国の労働市場の問題だけてなく，後

記の合衆国の「失業と経済的貧困の関係の測定」指標＝半就業指数(subemploy-

ment index), OECDの非自発的パートタイム就業の調査研究（〔251〕）など，

先進国の労働市場の問題として論議されている。

1)不完全就業の概念規定

不完全就業の測定問題は， ILO第9回ICLS(〔98〕⑲9〕1957)の論議を経て，

ILO第11回ICLS(〔lOlJ1966)で，その国際的概念規定が定式化された。不完

全就業の基本的形態は，顕在的 (visible)と潜在的 (invisible)に区別されてお

り，その概要は以下の通りである。

i)顕在的不完全就業は，主として雇用量の不十分さを反映して，労働力調

査と他の調査によって直接測定しうる統計的概念である。それは，正常（標準）

の労働時間より少ない就業をしているか，また追加就業を希望しているかによ

って測定される。

ii)潜在的不完全就業は，主として労働資源の不適性配分，あるいは労働と

他の生産要素との間の基礎的な不均衡を反映する分析的概念である。その特性

として，低所得，技能の不完全利用，低生産性があげられる。潜在的不完全就

業の分析的研究においては，所得，技能水準（偽装的不完全就業）と生産性測

定（潜在的不完全就業）などについて分析がなされる。

ILO第13回ICLSの報告と決議（〔103〕〔印4〕〔105〕）で，労働力統計の枠組

みへと不完全就業（顕在的）概念と方法の統合が勧告された。

2)顕在的不完全就業
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i)現行の顕在的不完全就業の規定では，二つの主要な要因， (a)正常な期間

（労働時間）よりも少ない就業， (b)追加的就業の求職あるいは受けいれ，が問

題とされる（几〇〔101)pp.35~37)。

(a)労働時間基準について，一般に不完全就業概念の適用をめぐる二つの見解

がある。①一つの見解は，「特に発展途上国において自営業者と他の区分の従業

者の場合での不完全就業の測定には，労働時間が有効な概念ではない」ので，

労働時間基準は，雇用者 (emloyees)にのみ限定されるべきであるという。②

他方は，「労働時間基準の不適合が若干の場合に妥当するけれども，基準が合理

的に適用する自営業の活動の広い領域がある」ことが主張されている。また「労

働時間基準の適用は，『標準労働時間』の規定を必要」とし，各国の状況によっ

て相異なる困難な問題をうみだしている。

(b)さらに，顕在的不完全就業の測定のためには，労働時間基準の規定にくえ

て，追加的就業の求職または非自発的な受けいれの規定の問題がある。「『追加

的就業基準』は，失業の規定における『求職基準』の適用と多少異なっている

とともに，ある意味ではより単純である。それは求職者対非求職者の問題は主

として避られる。また追加的就業に対する関係は，本質的には，求職された，

また受けいれた労働の性質を決定するし，またある範囲では回答の主観性を減

らさせる」とされる (ILO(101) p.37)。

ii)顕在的不完全就業の測定では，第11回ICLSで勧告された「不完全就業者

の数の測定とともに労働単位 (inman-years, man-days, man-hours, etc) 

によって表示される顕在的不完全就業の量の推定」の問題が指摘されている（同

上， p.38)。この問題も第13回ICLSの報告と決議で，一定の勧告がなされた。

3)潜在的不完全就業

所得基準，生産性基準にもとづく潜在的不完全就業は，二つの局面すなわち

「偽装的不完全就業」 (disguisedunderemployment)」と「潜勢的不完全就業」

(potential underemployment)があるとされている。前者は「低所得」と「技

能の不完全利用」，後者は「生産性が著しく低い事業所または経済単位」におけ
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る雇用に関係している。潜在的不完全就業は分析的概念にとどまっていて，そ

の測定は難しいとされる。しかし，潜在的不完全就業の測定を雇用と所得の関

係の分析の問題として処理する試みがある。「雇用と所得との結合は，偽装的不

完全就業の分析の中心的要因として広く認識されており，労働力調査では，所

得と雇用の側面の測定を目的として人口の収入と所得について調査が行われて

いる。二つの広義の側面が区別されている：一つは生産に利用しうる労働資源

の不適切な配分と不完全利用，他方は労働市場と結びついている経済的貧困の

方面からの雇用の不十分さの測定」であるとされる（同上， p.38"'-'39)。合衆国

の半就業概念と半就業指数の測定がこの問題を提起している。

第13回ICLSの報告と決議において，「不完全就業と労働量の不十分さ」と「雇

用と所得にかんする統計」の問題が論議され，労働力，雇用，経済的貧困の包

括的な関係指標の構成について勧告がなされた。

4)不完全就業と労働量の不十分さ

第13回ICLSで，「不完全就業と労働量の不十分さ」の統一的規定が勧告され

た。

i)労働力，雇用，失業統計の枠組みへの不完全就業の統合は， 1966年のILO

第11回ICLSで提案されたが，その後の各国における若干の経験は不完全就業

の統合，特に潜在的不完全就業の統合が非常に困難であることを示している。

それは，「一つの枠組みおける二つの測定の混合に含まれる生来の困難」から生

じていることが指摘され，「報告」では，潜在的不完全就業の測定とその労働力

の枠組みへの統合は一応対象外に置かれた。そして「顕在的不完全就業につい

ての現行の国際勧告に基づいて，不完全就業が就業の一つの構成要素として規

定されること」が提案されている（〔10釘， p.47)。不完全就業の概念を再規定

すると，この概念は「有給労働力」概念に有効に適用され，図 1-1のように，

雇用者は，フルタイムの雇用者かフルタイム以下の雇用者に分類され，後者は，

自発的理由の者と非自発的理由の者＝不完全就業者に区分される。不完全就業

者は，非自発的パートタイム雇用者と規定された。
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図1-1 不完全就棠と労働量の不十分さ：提案された枠組み

（出所） !LO. (103), p.48. 

不十分な労働量
を有する者

ii)不完全就業の概念は，「多数の自営業者と無給家族従業者により報告され

た労働時間数が必ずしも実際の労働量に対応していない」ように，「非有給労働

カ」（自営就業）には有効には適用されない」。そこで「この区分の従業者につ

いての労働量の不十分さは，たんに労働時間数のみならず，一定の関係期間に

おける追加就業の希望者の数によって測定される」ことがが提案されている。

（図 1-1 , 有職者の分類，参照）さらに，図 1-2のように，「非有給労働力」

（自営就業）におけるすべての従業者の労働時間数の統一した計算方法が堤示

され，「全労働量の不十分さの推定」の尺度として， V/(V+W)が提案された。

5)雇用と所得の関係指標

合衆国における労働市場における雇用と経済的貧困の関係概念として半就業

概念と指標をめぐる論議，また合衆国「雇用・失業統計にかんする国家委員会」

（レヴィタン委員会）の報告と論議（〔20的～〔208〕）にみられるように，個人

の労働力（雇用・失業）状態にかんする統計のみならず，世帯を含めた雇用と

所得にかんする統計の収集が，雇用と経済的貧困の指標とも関連して，労働力

の追加データとして必要とされる。このテーマは「生産性または所得基準に基
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図1-2 労働量の不十分さ：選択的枠組み

有職の日数

(W) 

I I 
非有給労働力

仕事がなく，求

職しており，か

つ就業可能な日

数

(V) 

労働量の不十分さ＝
V 

V+W 

（出所） !LO. 〔103〕・ p.49.

仕事がなく，求

職せず，就業可

能でない日数

(X) 

づく潜在的不完全就業の測定」として論議されてきたが，この分析的概念の測

定の困難さから，「雇用と所得の関係の測定」にその主題が移行された。「報告」

も，この雇用と所得の相互関係の分析のために関連統計の整備・収集を提案し

ている (ILO〔印3〕p.47~52)。

雇用と所得の関係には二つの類型があり，「(1)種々の活動能力を生みだす所得

を決定するために測定される『雇用と雇用所得』との関係， (2)現実の雇用機会

によって経済的安定を維持できない者の数と特性を識別するために測定される

『雇用と雇用所得と世帯所得（家計収入）』との関係」が考察の対象とされる。

解決すべき問題として，統計の源泉，分析単位，関係期間，所得の定義，人口

の区分と分析方法があるとされる。

i)「統計の源泉」の実務的視点から，必要な所得と雇用のデータの収集方法

には「三つの可能性」がある。「(1)追加的所得データの収集のために労働力調査

のサブ・サンプルの使用」， (2)「必要な雇用データの収集のために標準家計調査

の拡充」， (3)「総合的調査計画にあける二つの調査の結合」。

ii)分析単位。雇用と雇用所得は一般に個人に関係している。他方，世帯構

成員の労働力参加の決定は世帯所得と世帯責任に依存している。それために両
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方の単位が雇用と所得の分析のために必要とそれる。分析単位としては，個人

が基本単位，世帯が副次的単位とすることが提案されている。

iii)関係期間。「所得と雇用の同等な対応の確立」のためには，関係期間の調

整，対応が必要である。それゆえ「雇用と所得の統計を関係づけるために 1カ

年の関係期間の使用」が提案されている。

iv)所得の定義。雇用と所得の関係の分析において，三つの所得概念の検討

が必要とされる。 (a)雇用所得。有給就業の狭義の規定（賃金・俸給のための就

業）では，雇用所得は雇用者の給料に等しい。その広義の規定では，雇用の給

料と提供されたサービスに直接に支払われた自営業者の報酬の合計に相当す

る。 (b)総世帯所得。 (c)可処分総世帯所得。

v)人口の区分と分析。現在の活動状態の枠組みで雇用，雇用所得，世帯所

得との関係の測定のために，人口は二つの区分に分けられる。「(a)雇用所得のあ

る者」すなわち当該年に主に有給就業所得をえた働き手（有給就業の限定的定

義では雇用者）， (b)「自営所得のある者」すなわち当該年に主に事業所得を取得

した働き手（従業上の地位別では雇用主，自営業者，無給家族従業者，生産者

協同組合員）」。

ILO統計局は，労働力統計と不完全就業の測定については，第13回ICLS以

後も調査研究を継続しており， ILOスタッフの論文集（前統計局長Turvey,R. 

ed. 〔19釘1990)の刊行，労働力，雇用，失業，不完全就業に関する詳細な概念

的規定と調査マニュアル（〔111)1990)の編集をおこなっている。また ILO第

14回ICLS(〔10釘1987),第15回ICLS(〔108〕〇⑲〕 1993)において不完全就

業問題は継続して論議されている。特に，従業上地位分類の国際基準の政定が

おこなわれ，詳細な規定があたえられた（岩井〔139〕，参照）！）。

〔注〕

1) ILOの第15回国際労働統計家会議 (ICLS)は， 1993年 1月19~28日にILO事務局
(Geneva)で開催された。労働統計の国際基準の策定を任務としている ICLSは，第13回
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ICLS (1982年）で採択された労働力統計の新しい枠組み，概念と方法を中心に，労働諸統

計の国際基準の改定，特に発展途上国における関連統計の整備と国際基準の適用を目標と

して活動している。

今回の第15回ICLSでは，以下の報告が提案され，討議された。ReportI General Report 

①, Report II Statistics of strikes, lokouts and other forms of industrial action②, 

Report III Statistics of employment in the informal sector③, Report IV Revision of the 

International Classification of Status in Employment④. 

会議での討論と決議の採択いたる経緯は， Reportof the Conference (採択された決議

も収録されている）として公表されており，採択された決議は，以下のとおりである。

Resolution I Resolution concemig statistics of strikes, lokouts and other action due 

to labour disputes⑤, Resolution II Resolution concemig statistics of emoloyment in 

the informal sector⑥, Resolution III Resolution concemig International Classification 

of Status in Employment (ICSE)⑦ 

会議の一般報告①では，第14回ICLSでの討論を受けついで，統計局から，労働力統計の

概念と方法の精緻化として，休業 (absencefrom work)の概念と測定，雇用所得(income

from employment)の問題が報告され，また労働勘定体系 (labouraccounting system) 

の主要概念と原理の概要についての報告がなされた。また次の16回ICLSにいたる今後5

年間の統計局の主要な調査研究の課題として， 1)労働統計の行政記録（業務統計）の利用，

2)不完全就業の測定， 3)労働時間統計， 4)労働生産性， 5)貧困水準の測定， 6)職

業障害，疾病統計， 7)労働統計訓練プログラムの発展，が提起されている。いずれも現代

の労働問題にとって関心の深いテーマが課題とされている。会議では，労働争議によるスト

ライキ，ロックアウト統計②，ィンフォーマル部門の統計③，国際標準従業上地位分類

(ICSE)④に関する報告と決議草案が提案され，討論の結果，それぞれ，修正決議（⑤～⑦）

として採択された。雇用所得統計は，雇用状態（失業）と経済的貧困の関係の概念と測定の

問題として，とりあげられてきたテーマである。それは，有給就業と自営就業から派生する

賃金（雇用者所得）とその他の収入（自営所得と利潤等）の諸規定と労働者福祉の雇用者，

使用者の負担分（間接賃金部分）を統合した広義の所得統計の体系化（現行の賃金統計と労

働費用統計の再検討とその総合化）をめざすものである(ILO〔印8〕〔109〕，岩井〔138)(139〕，

参照）。

2 半就業概念の形成と半就業指数

1960年代にはいり，合衆国では， 1950年代後半よりの高度経済成長が進行す

る中で，一方では，総労働力人口に占める低失業率 (1966~1969年，失業率3
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％台）の持続と「完全雇用」の「達成」が謳歌さてたいた。他方では，急速な

技術革新のにともない，熟練労働の単純労働化と新技能労働の増大という労働

カの再編成をおし進め，労働者世帯の総働き化（二次的労働者の増大）と労働

市場の構造的変動の問題を顕在化させた。特に，戦後のベビープーム世代の労

働市場への大量の参入と女子の労働力参加率の増大は， 1960年代に入ると人種

差別に関係する黒人や10代（ティーンエイジャー）の失業率の増大，低い技能

と教育程度しかもたない特定階層や特定地域（都市ゲットーや閉山炭坑地域）

の住民の高失業率と貧困世帯の問題をひきおこし，失業と貧困が問題となった。

合衆国政府は，これら数百万の低所得世帯と「構造的失業」問題の解消のため

に， 1960年初頭に「マンパワー開発および訓練に関する法律」を制定し，職業

訓練，職業紹介，地域開発などの労働力政策を推進させた。 1964年に連邦政府

は，「経済機会均等法の下での貧困との戦争」を宣言した。貧困に関する詳細調

査 (1966年）では約6.1百万家族が貧困世帯とみなされた。都市ゲットーの失業

と貧困問題，人種問題， 10代の年齢層問題，等の解決が政策的課題とされた。

前記の労働力統計批判で言及したように，不完全就業の新しい概念である半

就業 (subemployment)の概念と指標は，労働力統計の枠組み，概念と方法，

単一の失業率への批判と1960年代の後半に顕著になった特定の地域（都市ゲッ

トー，等），階層の高失業と貧困の増大を背景にして形成された。半就業概念の

形成の基礎には，二重労働市場論，ラデイカル労働市場論のセグメント (seg-

ment)労働市場理論があった。

1)半就業概念は， 1960年代の「豊富のなかの貧困」において進行した労働

市場の構造的変化（技術革新と労働力の再編成，新規学卒者，婦人労働の増大，

二次的労働者の増大と家族総労働力化，等）と地域（都市ゲットー）に端を発

する失業と貧困の深刻化とその多様な諸形態の顕在化を背景に，二重労働市場

論等のセグメント労働市場論の展開を基礎に失業と貧困の関係指標として形成

された。セグメント労働市場論 (segmentedlabor market theory)と半就業

論（失業と貧困の関係概念，指標）については次節で言及する（セグメント労
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働市場理論の展開についての代表的サーベイには， Cain,G. G. 〔団〕 1976, 

Rosenberg, S. 〔179〕1989, がある）。

ケイン (Cain,G. G. 〔54〕）によると，伝統的労働市場理論（新古典派理論）

に挑戦するセグメント理論には，「ラデイカル理論，二重労働市場論（第一と第

二），三重労働市場論（中核，周辺，非正規），階層化理論，ヒエラルキー的分

断論，仕事間競争論」の多くの名称が付されている。二重，三重労働市場論と

関連する内部，外部労働市場論もこれらの一つの理論である（同上， p.1217)。

セグメント労働市場論では，労働市場が多様な契機（労働諸条件，昇進機会，

市場制度，等）で分断されており，そこに失業と貧困の諸原因があるとみなさ

れている。ケインによると，伝統的理論との論争においてセグメント理論が焦

点をあて，対象とした社会諸論点には，貧困，所得の不平等，教育・職業訓練

計画の失敗，「不合理な」，「差別的」雇用を決定する教育的訓練的基準の雇用主

による使用，労働市場の差別（人種，性，等），失業の水準・傾向・構造，「保

護された」労働市場における独占，労働組合，その他の源泉の役割，アメリカ

労働者の疎外がある（同上， p.1217~1221)。

セグメント労働市場における第一次・第二次労働市場，中核・周辺労働市場

への労働市場の分断は，分断された労働市場間の労働力移動の制限，第二次，

周辺労働市場への低生産性と不熟練労働（教育・訓練の低レベル），失業・不完

全就業，低賃金と貧困，等の集積を，人種・性差別と関連して，おしすすめて

いる。

レヴィタン達は，労働市場と半就業について，次のように述べている。「低所

得（賃金），失業，その他の労働市場問題は相互に関係している。最近の二重労

働市場理論またはセグメント労働市場理論は，これらの相互関係と影響された

個人の不幸な諸結果に焦点をあてている」。労働者は「その限界生産性に従って」

賃金を支払われ，「使用者と個人の産出を増大させるために教育（訓練）」に投

資し，「地理的職業的移動は無制限」に自由であるという伝統的，新古典派的労

働市場理論に対して，新しい労働市場理論は，「多数の労働者は，不十分な教育，
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差別と率直な搾取の結果として第二次労働市場で低賃金と将来性のない仕事

へ」という罠に落ち込んでいる。労働者は「限定された選択」しかできず，労

働者は「仕事の接触や長期の計画がほとんどなく，福祉や不法活動のような選

択的な所得源泉」に誘因される。不熟練労働者の使用者は，「高い回転を期待し，

低賃金を支払い，ほとんど訓練をさせず，昇進の機会を与えようとしない」。セ

グメント労働市場理論は，「低賃金，失業，非自発的パートタイム労働，求職意

欲喪失が一定のグループで因果的に結びついていることを確言することによ

り，半就業測定の再生への概念的支えを与えた」（〔1認〕 p.26-27)。

半就業指数の展開についての概念構成と作成手順の概要は，レヴィタン＝タ

ガートの歴史的概説（〔153〕）から作成した表2-1を参照されたい。

i)半就業指標の最初の基本形態は， 1966年の労働長官リッツ (W.Willard. 

Wirtz)の指標である。 1966年に，ジョンソン大統領は，労働省に失業者の性格

とその居住分布についての調査・研究を命じた。労働省は， 1966年10月に， 8 

大都市の10のスラム地域（ゲットー）の調査を実施した。労働長官は，「大統領

マンパウアー報告」 (1967年）で失業指標だけでなく「失業と不適切な所得の総

効果の推定」を可能にする新しい概念として，半就業 (subemployment)の概

念と半就業率を公表した。半就業指標は，特定の地域，特定の階層においては

失業率で表示される失業よりも，標準以下の低賃金（所得）や不完全就業が大

きな問題であり，これらの人々の労働市場における状態を包括的に測定する尺

度として半就業指標が，合衆国政府ならびに労働問題研究者，統計研究者によ

って開発された。推算の結果は，これらの地域の平均失業率が10.7%に対して，

半就業率は成人人口の34.7%になった。「スラムに居住する労働者の 3人に一人

は，適当な援助が必要な労働者であり，失業しているか，標準以下のわずかな

賃金しか稼いでいない」ことが表示にされた（〔1邸〕 p.14-15)。

しかしこの指数に対し多数の批判がだされた。①所得基準の妥当性，②半就

業指数は一次的労働者（世帯代表の賃金稼得者），二次的労働者（他の世帯構成

員の稼得者）を区別していない。③求職意欲喪失者の推計に問題がある。④過
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表 2-1 半就業の推定手続きと推定結果の概要

研究者（機関） 半就業の対象カテゴリー
対象地域 対象年次

半就業率
（原資料） （発表年次）

W.W. Wirtz イ） CPSの定義によって 8主要都市 1966年 34.7% 
失業者として算えられる における10 (1967年）
失業者，口）パートタイ ゲットー地
ムで就業しているが，フ 域
ルタイムの仕事を希望し （都市雇用
ている個人，ハ）賃金が 調査）
週当り60ドル以下で，フ
ルタイム就業の世帯主お
よび賃金が週当り56ドル
以下で，フルタイム就業
の縁故のない個人，二）
労働力に属していない20
~64歳の全男子の半分，
ホ）女子と男子成人人口
の差の半分

労働統計局 イ）フルタイムで年間を 全国 1966年 10.0% 
通して働いており，かつ （都市雇用 (1968年）
年間賃金が3,000ドル以 調査）
下の人びと，口）その年
に15週以上失業していた
人びと

雇用，マンパワ イ）失業者，口）経済的 51大都市に 1970年 30.5% 
ーおよび貧困に 理由による非自発的パー おける60の (1972年）
関する上院小委 トタイム就業者，ハ）仕 貧困地域
員会 事を希望していたが，仕 （雇用セン

事を見出しうるとは思わ サス調査）
ないという理由で求職し
なかった非労働力，二）
賃金が週80ドル未満のフ
ルタイム就業者

H.P. Miller 21歳~64歳， 16歳~20歳 12大標準都 1970年 19.4% 
（ただし通学中，職業訓 市圏の貧困 (1973年）
練中の者，通学待機者は 地域
除く） （雇用セン
イ）失業者，口）就業可 サス調査）
能で仕事がないと思いこ
んで求職していない者．
ハ）非自発的パートタイ
ム就業者，二）最低賃金
（調査週1.60ドル）以下
か食困ライン以上の所得
を家族に提供するに十分
な所得のないフルタイム
就業の世帯主または縁故
のない個人

（出所） Levitan, S. A. & Taggart, R. 〔153),P.14~18. 
表は水野（〔161),表1,P.9)に岩井が追加・作成．
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小計算の問題。⑤半就業概念は中心都市の貧困地域にしか適用されない，等（同

上， p.15~16)。

ii)労働統計局は， 1968年の「大統領マンパウアー報告」で，新しい都市雇

用調査に基づいて，初めて全国レベルの半就業率を公表した。同「報告」では，

半就業概念が低賃金労働者と実質的な失業の労働者との関係を反映している

が，全国指数では，「失業と低賃金，同じ不遇なグループヘのその複合的影響と

数百万の労働者とその家族が全国的な経済繁栄から妨げられていることへのそ

の影響の総合問題の要約的尺度」を提供しようとするものであった (68年の大

統領マンパウアー報告，〔208〕に収録。同前， p.210)。ゲットー指数が調査週

の個人の状態（標準賃金以下の稼得者を含む）を対象としたのに対し，全国指

数は年間の収入と労働経験（失業期間）に基づいており，推計値は前者の34.7

％に対し，後者は10.0%であった。特に図 2-1-a, bにみられるように，全

国指数では，男女，非黒人と黒人では半就業指数に大きな差異があった。ゲッ

トー指数と全国指数の二つの半就業の推計手順と推計値の大きな差異は論議を

よび，さらに新しい半就業指数の開発が必要とされた。

1967年に大統領諮問委員会（ゴードン委員会）報告（〔20幻 1962年）の勧告

を受けて， BLSは，一連の関連事項の調査研究の結果，失業者に分類されてい

た求職意欲喪失者を非労働力へ分類する手順を採用し， CPSの一定の改定をお

こなった。 BLSの求職意欲喪失者についての認識は次のごとくであった。求職

意欲喪失者は周辺労働力の問題であり，彼らは「最も頻繁に『周辺』労働市場

への参加者」であるが，「求職意欲喪失者は労働力予備の尺度ではない」。した

がつて「求職意欲喪失は必ずしも経済的困窮と同じでない」とみなされた (153〕

p.25)。

iii) 1970年にセンサス局は，特別調査として「雇用調査センサス」 (Census

Empoyment Survey)を実施した（〔15〕）九「雇用，マンパウアーと貧困にかん

する上院小委員会」は，このセンサス結果に基づいて，小委員会の半就業指数

を1972年に公表した。この指数は1967年指数の改善を試みたものであるが，以
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図2-1a 半就業率（男女， 1961年， 1966年）

年間を通じて働いた者の割合

30.0 -------------------------------------------・ 

亡ニコ低所得者

匿器覇失業者
20.0 -------------------------------------------

10.0 --

゜ 1961年 1966年男

原資料：US労働省.us商務省の低所得データ
（出所）天統領マンパウアー報告 (1967年「半就業概念」〔208〕・ p.212)

図2-1b 半就業率（非自人，自人， 1966年）

年間を通じて働いた者の割合

30 0 -------------------------------------------・ 

25.0 -------------------------------------------・ 
亡ニコ低所得者

匿璽薗失業者-----------------------・ 20.0 ----------

15.0 ----------

10.0 ----------

゜ 非白人

1966年

原資料：同前
（出所）同前
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下の指数の問題点が指摘された。①低所得を含むが，適切な年間所得以上の者

の排除がなされていない。②指数は「調査週に居住する貧困地域の労働市場状

態」に基づいていた。③指数は「中央都市のゲットー地域」のみ適用された（〔153〕

p.29)。

1970年指数の修正の試み（特に前の2点の欠点の改善）は，同じセンサス資

料を使って， 1973年にミラー (H.P. Miller)の半就業指数として公表された

(〔17〕）。ミラーによって推計された半就業の関連指標は，表2-2の通りであ

る（同上， p.13)。

3)一連の半就業指標の研究について， 1973年10月の労働省「労働調査月報」

の特集論文 (Klein(1釘， Miller〔訂〕， Levitan& Taggaヰ〔1_54〕）と1975年

5月の特集論文 (Vietorisz,Mier & Giblin 〔⑳〕， Gilroy〔竹〕）において，そ

の総括的研究が発表された。また Levitan& Taggart (〔1邸〕 197 4), Sullivan 

〔190〕1978〕，等の著作が発刊された。

i)半就業指数の総括的サーベイと提案は，ヴィートリッツ達の研究論文

(〔20〕）でなされている。かれらは，半就業概念と測定指標の研究が，新しい

労働市場論（二重労働市場論，ラディカル労働市場論などのセグメント労働市

場論）に関する多数の経済学者の論議を契機に形成されたと言う。「失業率は経

済的貧困の適切な尺度ではない」。半就業概念は「経済的困窮の指数としての失

業率の欠点ゆえに提案されている」とされる。表2-3は，かれらがこれまでに

提案された半就業指数の概念構成と算定手順を整理した表である（同上， p.8

~9)。またこれらの半就業指数の推計値を図表化したのが，図2-2である。

各半就業指数の推計手順と推計値にはかなり差違がみられる。統一された半就

業指数の作成は困難な作業である。次の諸問題の存在が指摘されている。「労働

市湯の機能化の『適切さ』によってなにが意味されるのか？ 雇用機会とは？

仕事の平等とは？ 所得とは？」，「『人並みな』標準生計とはなにか？ いか

なる雇用が「生計賃金」を与えるとみなされるべきなのか？」，「労働市場は誰

に役立つのか？ 個人？ 家族？ 高齢者？ 若者？ 使用者？」。
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表2-2 雇用状態別に分類された平均家族所得と貧困状態
(1970年12標準大都市統計地区の貧困地域）

雇 用 状 態 数
平均家族
所得

16歳以上のすべての者

総労働力—--------------…………………---- 2,932 $9,180 

半就業者………………-------…--……---- 569 6,622 
失業者—--------------------------------------- 227 6,921 
求職意欲喪失者……………………------ 94 5,381 
低所得世帯主—----------…………--------- 163 6,176 
非自発的パートタイム就業者2)_____________ 86 7,544 

非半就業者-------------…………---------… 2,363 9,796 
時間当り 1.60 ドル以下の収入—-------------- 93 9,423 
時間当り 1.60 ドル以上の収入—··········---- 1,946 9,862 

世帯主・親威関係のない個人

総労働力—--------------------------------------- 1,901 7,936 

半就業者………-------…………………--- 371 5,455 
失業者—--------------------------------------- 115 5,101 
求職意欲喪失者—----------------------------- 42 2,789 
低所得世帯主--------…………………--- 163 6,176 
非自発的パートタイム就業者…------------ 52 6,165 

非半就業者2)_………----………………---- 1,530 8,539 
時間当り1.60ドル以上の収入………・・・・・・ 1,311 8,548 

女 性

総労働力—--------------------------------------- 463 11,113 

半就業者……----------……………・・------- 81 8,264 
失業者—--------------------------------------- 36 8,332 
求職意欲喪失者—----……………………• 26 7,317 
非自発的パートタイム就業者・---・-・・・・---- 19 9,445 

非半就業者2l--……------------------……--- 382 11,719 
時間当り 1.60 ドル以下の収入••……….... 46 8,926 
時間当り 1.60 ドル以上の収入—-------------- 289 12,178 

世帯主の他の親威関係の者

総労働カ----------------…………………… 567 11,773 

半就業者—---------·················…………• 116 9,205 
失業者・・・・・・・・・・・・・・・………………….... 77 8,991 
求職意欲喪失者—----------------------------- 25 9,465 
非自発的パートタイム就業者—-------------- 15 9,875 
非半就業者2)____________________________________ 

451 12,436 
時間当り 1.60 ドル以下の収入—-------------- 47 9,906 
時間当り 1.60 ドル以上の収入—-------------- 345 12,912 

注 1)都市平均以下の所得 2)時間当り賃金が計算できない者を含む．
（出所） Miller, H.P. 〔17〕● p.13. 
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図2-2 半就業尺度の比較 (1970年デトロイト・センサス雇用調査，サンプル地域）

半就業者の割合
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時間当りドルでの賃金・俸給

（注） o Levitan & Taggartと不十分指数では，所得は4人家族の所得に
相当するものとして調整されている。数字は表2-4のデータに
基づいている。
o Spring, Harrison & Vietorisz指数と Levitan& Taggart指数で
は，年間の賃金・俸給が考慮されている。

0他の指数では，時間当り賃金•俸給が考慮されている。年間の賃金・
俸給を使用している指数は，年間2000時間についての時間当り率
に相当する。

（出所） Vietorisz, Mier & Giblin. 〔20〕・ p.5

かれらによると，これまでの半就業指数を整理して，「賃金所得を生みだす労

働市場の適切性を測定するために」の半就業指標として，二つの半就業指標の

グループに整理，分類されている。 1)Spring, Harrison, Vietoriszの半就業

指標（「すべての個人，あるいは潜在的には労働力中の個人」に焦点をあてる指

数）， 2) Levitan & Taggart, Millerの半就業指標（「目的の人口を，家族の

なかの個人の状態，共同体の中の家族の状態を考察することによって，限定す

る指数」）。半就業指標は，いずれの指標も，①失業者，②求職意欲喪失の長期
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の失職者，③非自発的パートタイム労働者（就業者），④標準以下の賃金の仕事

に就いているフルタイム労働者（就業者）の構成要素からなっている。問題は

各構成要素の規定と推計方法にあるとされ，表 2-3の一覧表に整理されてい

る。また各半就業指数の推計値は，表2-4, 表2-5の通りである。かれらは，

サーベイの結果を整理し，半就業指数は三つの指数に再構成されるとする。

1)排除指数 (Theexclusion index)一適正なレベルでその報酬をえる仕事

をみいだすための個人の機会の不足の測定（個々の仕事とその賃金が問題）。

2)不適切性指数 (Aninadequacy index)一有給雇用に対する不適切な機

会から生ずる家族の所得の不足の測定（総労働世帯所得が問題）。

3)不完全利用指数 (Anunderutilization index)一量的およひ質的意味で

も浪費された潜在的労働供給量の測定。

ヴィートリッツ達は，主として前二者の指数の算定を問題にしている (p.5 

~7)。排除指数は，「労働市場が適切な仕事の必要な数を提供しない，また個

人が安定した生産的労働に従事する機会を排除する程度を測定する」ことを目

的としているのに対し，不十分指数は，「家族の貧困問題のために作成」され，

「総家族の社会的経済的状態の向上に役立ちうる危機的仕事を描写する」こと

に目的があるとされる（同上， p.5 ~ 7)。（なお合衆国の半就業指標の研究動
向については，水野〔161〕，参照）

表2-5 排除・不十分の計算と率
（デトロイト・センサス雇用調査地区， 1970年秋）

Exclusion Index Inadequacy Index 
項 目

数 数パーセント パーセント

ペース（分母） --------------------- 238,080 -・-・・-・・・ ー・ 143,067 -----------

失業者—------------------------------ 27,730 11.6 11,900 8.3 
求職意欲喪失者……………...... 39,686 16. 7 17,783 12.4 

非自発的パートタイム--……・…-- 9,231 3.9 5,365 3.8 

時嫁間得の当フり3ル.5タドイルム以就下業の者—----響----- 102,997 43.4 40,440 28.4 
時総間半就当業り3者.—5-·ド-ル···標--準---の-------------- 179,664 75.5 75,378 52.9 
（出所） Vietorisz, T., Mier, R. & Giblin, J. 〔⑳〕， p.7
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1973年当時の各種の失業関連指標の推定値は，モーセス (Mosses,S.)の論

文（〔169〕）によると，表2-6の通りである。失業，半就業関連指標の推計値

の格差の大きさが表示されている。

ii)後記のように，大統領諮問「雇用・失業統計の国家委員会」（レヴィタン

委員会）の報告と論議（〔205〕～〔⑳8〕1979)で，現行の労働力統計，雇用・

失業統計の概念と方法の再検討との関係において，労働市場関連の失業と経済

的貧困との関係，その包括的指標としての半就業概念と指数の意義と評価につ

いて詳細な検討が加えられた。委員会において，半就業論と半就業指数の一つ

の代表的な見解をなしたのは，委員会委員長の役割を果たしたレヴィタン，他

の所説である。以下， 1976年のアメリカ統計協会総会におけるレヴィタン達の

報告「われわれの統計は実際の労働市場の貧困を測定するか？」（〔155〕，レヴ

イタン委員会報告の〔208〕に収録されている）により，レヴィタン＝タガート

の半就業指数 (EEi指数）の概要をみる。

かれらによると， 60年代の繁栄な中の社会問題（ゲットー，不況地域，人種

的マイノリティのグループ間の失業と貧困の構造的社会問題）の顕在化により，

「偉大な社会」の政策作成者は，統計がこれらの深刻な社会問題を過小評価し

ていることを認識し，「貧困の新しい尺度がその積極的な福祉の努力を正当に評

価する」ことに気づいた。しかし70年代半ばまで， BLSは， CPSの規模とカバ

レッジの拡大への努力（週所得データの編集，求職意欲喪失者のデータの四半

期別公表，サンプル数の拡大による家族状態と非労働力についての詳細データ

の収集，等）をおこなったたが，「失業データの収集と表示の基礎をなす概念を

変える努力をほとんどしなかった」。「失業として浪費される貧困尺度への支持

は拡散し，政策作成者は労働市場の病状を強調する測定にほとんど関心を示さ

なかった」と評価される。第二次労働市場における低賃金，差別，福祉と失業

との間の論証された相互関係にもかかわらず，新古典派の労働需給の概念，用

語で事柄を考えていたと批判されている（〔20別 p.224~226)。

貧困測定は，労働者に仕事を与えるのではなく，最小でが十分な所得を与え
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表 2-6 失業，各種の推定 (1973年）

数
(1,000人）

1. 失業厳格指数 (1人当り日数）
2. 失業保検受給者（週別）
3. 変動失業（月別）
4. 公表失業（月別）
5. 上記の 4プラス求職意欲喪失者
6. 失業保険受給者（年総数）
7. 選択的失業尺度， 1972年第 1四半期
8. 上記の5プラスフルタイム求職のパートタイム就業者
9. 上記の 8プラス労働力の脱落者， 1970年12月
10. 失業と所得の不十分性， 1972年
11. 公表失業（年）
12. 実質失業
13. 前職ありの失業者の労働予備軍
14. 半失業，低水準の所得， 1970年センサス
15. 排除指数
16. 半失業，高水準の所得， 1970年センサス

（注）・パーセントは労働力の異なった概念にかんするものである．
・性格，人種別，年齢別推定は含まれていない．
・7, 9, 13~15はデータの更新がなされていないので，日付は相違している．
• いくつかの推定（たとえば6)はわずかの二重計算を含んでいる．
・失業者の小部分（未知数だが）は．不法の仕事に従事している．

（原資料）
1 • Geoffrey Moore, How Full ls Full Employment? (Washington, D. C. : American Enterprise Institute, 
1973)公式の労働力中の者当りの失業日数を測定する．
2. Economic lndicaton; (September 1974), p.12. 
3. Economic Report of the President, 1974, p.58-62. また Moore,1 (上記） p.28-29. 1955年以来の労働力の性．
年齢別構成の変化に対して，公式失業を調整する．
4. Economic lndicaton; (September 1974), p.10. Reported number of active job seekers. 
5 • Monpower Rゅortof the President (April 1974), p.263. 
「求職意欲喪失者」は，「仕事をえることができないと思いこんでいる」ために，非労働力の就業希望者と規定
される．
6. グロスーモーセス (Gross-Moses)の推定
7. William J. Abraham and A. J. Jaffee, "A Note on Alternative Measures of Unemployment and the 
Shorfall in Employment," 1970-72, New York Statistician (May-June 1972), p.2-5. 完全雇用ならば求職し
たであろう者の推定を公式失業に加える．
8 • Manpower Rゅertof the President (April 1974), p.285. 
9. Paul M. Sweezy and Harry Magdoff, The Dynamics of U. S. Capitalism (New York: Monthly Review 
Press, 1972), p.45-49. 
10. Sar A. Levitan and Robert Taggert, Unemployment and Earnings lndequacy : A New Social Indicator, 
Challenge (January-February 1974), (上記の5)マイナス (65歳以上,16~21歳の者，年の平均所得以上の
現在失業者）プラス（「貧困入口」以下現在失業者）．
11. Manpower Report of the President (April 1974), p.310. 年間に（上記の4以下に規定された）失業を経験し
ている者の総数．
12. Bertram M. Gross and Stanley Moses, "How Many Jobs for Whom?" in Alan Gartner et al., eds., Public 
Se吋ceEmployment (New York: Praeger, 1973), p.28-36. 
家事従事者， 25~54歳の男性，学生．職業訓練者などの内のいわゆる就業不能者のあいだの仕事を希望してい
る者の大雑把な推定を含む．
13. U. S. Bureau of the Census, Census of Population. 1970. Detailed Characteristics : U. S. Summary, 1973, 
p.706. 過去10年間に支払のために働いた非労働力の者
14. U. S. Senate, Labor Subcommittee on Employment, Manpower and Poverty, Subemp/oyment Index, 
November 1972 (上記の9)プラス (51の都市の60の貧困地域の年収4,000ドル以下の現在失業者）
15. Bennett Harison, Thomas Vietorisz, and Rovert Mierによって開発された尺度．
16. 年収7,000ドル以下しかない労働者について,14と同じ．
（出所） Moses, L., 〔169),p.38~39. 
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る労働市場の能力に関心をおく。半就業は四つの区分の総和ー①失業者，②求

職意欲喪失者，③定期的に就業した低稼得者，④断続的に就業している低稼得

者，⑤非自発的パートタイム就業者ーからなる。表 2-7は「雇用・所得不十分

指数」 (EEI)表であり，図 2-4は労働力人口に占める各構成要素の比率の推移

(1968年~1975年）を示めしている。

しかし労働省は， 1975年の「大統領マンパウアー報告」で，「経済的困窮につ

いての統計では概念的発展はなされたが，十分に評価される定義と基準はまだ

確定していない」と評価している。レヴィタン達は，「行政の経済政策作成者は，

明らかに深刻な構造的経済問題に焦点をあてる基礎にある概念と困窮指数に対

立している」と批判する。かれらは，報告の最後で「困窮を無視できるか」と

問い，政策当局者への真剣な対応を要請している。その理由として， EEIと他

の経済的困窮尺度が，次の考え，事実に基礎おいていることが十分考慮される

べきであるとしている。「①所得の不十分性は雁用の就業可能性と同様に重要で

図2-2 調査労働力のパーセントとしての EEi構成要素 (1968~1975年）
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（出所） Levitan,S.A. & Taggart, R. (155〕・ p.233
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表 2-7 雇用・所得不十分指数の構成 (1974年 3月， 1000人）

CPS調査の 平均所得以上の 雇用・所得

半就業者 世帯の者 不十分性

CPS調査の労働力 89,616 

求職意欲喪失者 (16~21歳の学生と65歳以
上の者は差し引く） +585 
調整労働力 90,201 90,201 

EEi構成要素
(1)失業者 4,755 

16~21歳の学生と65歳以上の者は差し引く -866 

調整失業者 3,889 -1,371 2,518 

(2滅求職意欲喪失者 682 

16~21歳の学生と65歳以上の者は差し引く -97 

調整求職意欲喪失者 585 -133 452 

(3)貧困収入以下のフルタイム，フル年の就業者

(16~21歳の学生と65歳以上の者は差し引く） 2,076 -179 1,897 

(4)継続的に貧困収入以下の就業者

(16~21歳の学生と65歳以上の者は差し引く） 3,702 -240 3,462 

(5濱困収入以下の非自発的パートタイムの就業者 2,309 

16~21歳の学生と65歳以上の者と項目 4で
計算された者は差し引く -311 

調整非自発的パートタイム就業者 1,998 -814 1,184 

総 数 12,250 -2, 737 9,513 

半就業と EEI指数 13.6% 10.5% 

注 CPS調査データに基づく表
（出所） Levitan, S. A. & Taggart, R. 〔155〕●p.228. 

ある。②失業と所得問題は総ての労働者の少なからずの部分にとって相互に関

係があり，融合されている。③雇用問題の重大性は第一に世帯所得へのインパ

クトに関係している。④最も深刻な問題を抱えている者は関心を寄せられるべ

き者である」（〔20釘 p.237~238)。

以上のように，半就業指数は労働市場における失業と経済的困窮の包括的測

定尺度として，その概念と推計手続きの研究と試算が蓄積されたが，半就業指

数の多様な形態と推計方法，試算値のかなりの相違は，連邦政府の政策手段と
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しては一定の疑問が提起されるようになった。労働統計局長シスキン(J.Shis-

kin)達は， 1975年の論文（〔19〕）で，求職意欲喪失者や非自発的（経済的理由）

パートタイム就業者の区分が「部分的失業者」の問題として継続的な調査研究

の重要性を認めるとともに，包括的半就業指数の客観性に問題があるとし，行

政としてその作成と公表には難点があることを指摘している。労働統計局は，

このような状況において，統計使用者の多様な目的，判断にゆだねる目的で，

半就業概念と指数に替わる失業関連指標として， 1976年に「七つの失業指標」

(〔18〕統計局長名でShiskinの失業指標という）を公表した（以後継続してこ

の推計値は公表されている）。これらの状況，論点は続号で考察することにする。

（注）

1)失業と経済的困窮の関係とその測定問題が社会問題化する中，従来の「都市雇用調査」

(Urban Employment Survey, 6大都市の低所得調査地域， 1968~1970年）を受けて， 1970

年合衆国人ロセンサス（センサス局）の一環して，「雇用センサス調査」 (CensusEmploy-

ment Survey, 略称CES)が実施された。 BLSの「雇用センサス調査ーユーザーガイドー』

(〔15))によると，その調査目的の概要は以下のとおりである。 CESは，労働省や他の部局

からの要請により，「不遇の者の問題に関連する雇用についての情報」の収集，主要都市と

地方の貧困の小地区で生計する個人と家族の社会経済状態についての詳細な情報」の収集

に答えようとする調査であった。 CESのデータ収集の主要目的は，「貧困地域の居住者が仕

事を見いだしたり保持する困難をより理解すること，またこれらの人々が雇用可能性を改

善するのに役立つ情報を向上させること」にある。それはまた，たとえば「貧困地域におけ

る経済状態の包括的な尺度の開発，低所得地域の居住者の雇用問題がかれらが住む諸条件

と関係している範囲の決定」に役立つことにある（同上， p.1)。調査結果の詳細は，「1970

年人ロ・住宅センサス」 PHC(3)シリーズ（タイトル「選択された低所得地域の雇用プロフ

ィル」）として発表された。調査の総ての地域と報告のリストは， AppendixGに収録され

ている。合衆国センサスの特殊調査としてのCESとそれをベースにした半就業概念と諸指

標の推計については，資料的に検討する価値がある。
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